
 

生産緑地買取・活用支援事業に対する補助事業採択基準 

 

制定 令和３年３月 31日付２産労農振第 3235号 

改正 令和４年８月１日付４産労農振第 1013 号 

改正 令和５年３月 31日付４産労農振第 3042号 

 

第１ 目 的 

都市部に位置する農地の宅地化を抑制し、多面的機能を有する農地を確実に保全し

ていくことを目的とした公益財団法人東京都農林水産振興財団が行う生産緑地買取・

活用支援事業費補助金交付事務を円滑かつ有効に実施するため、以下のとおり採択基

準を定める。 

 

第２ 適 用 

この採択基準は、生産緑地買取・活用支援事業実施要綱（令和２年３月 31日付 31

産労農振第 2542号）に基づく補助事業の採択について適用する。 

 

第３ 採択基準 

第２に定める補助事業は、次に掲げる要件に適合した土地について行う。 

１ 生産緑地等の買取支援の対象地 

（１）主たる箇所が生産緑地地区に指定されていること。 

主たる箇所が生産緑地法（昭和 49年法律第 68 号）第３条の規定により、生

産緑地地区として指定されていること（過去に生産緑地地区として指定されて

おり、買取の申し出により自治体の公社等が買い取っている土地も含む）。 

なお、「主たる箇所が生産緑地地区に指定されている」とは、申請面積のうち

５割以上を生産緑地が占めており、残りの面積は、その生産緑地と一体的に農

的に利用する市街化区域内農地であることとする。ただし、申請面積のうち、

市街化区域内農地が過半を占めている場合は、生産緑地と同面積までを補助対

象とする。 

（２）農的な利用を目的とした買取であること。 

生産緑地地区の指定がある区市が、生産緑地及び当該生産緑地と一体的に農

的に利用する市街化区域内農地（以下「生産緑地等」という。）を農的に利用す

ることを目的に購入する土地であること。 

なお、「一体的に農的に利用する」とは、生産緑地法第３条の規定による「一

団のものの区域」の規定に準じる立地条件のほか、「生産緑地買取・活用支援事

業実施計画書」（公益財団法人東京都農林水産振興財団生産緑地買取・活用支援



事業実施要領（令和２年７月 20日付２農振財農第 399号）別記様式１）による

区市の農的な利用の内容によって判断する。 

 

（３）生産緑地買取・活用支援事業について、交付申請を行う際に、公園又は緑地

として都市計画決定されている土地については、以下の各号の土地以外である

こと。 

ア 都市公園法(昭和 31年法律第 79号)第２条の２に規定する都市公園の区域 

イ 都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第４条に規定する都市計画事業の事

業地。 

ウ 「都市計画公園・緑地の整備方針（令和２年７月改定）」（東京都・特別区・

市町）で定めた新規事業化区域 

２ 生産緑地等の活用支援の対象地域 

（１）１で購入した生産緑地等であること。 

 

３ 生産緑地等の運営支援の対象地域及び補助対象経費等 

（１）生産緑地等の運営支援の対象地域については、１で購入した生産緑地等であ

ること。 

（２）実施要綱第８（２）で定める「計画策定や専門家等による運営への助言・指

導に要する経費」とは、以下に掲げる経費とする。 

ア 農的な利用の運営方法について、民間事業者、学識経験者その他専門知識

を有する者（以下「専門家等」という。）により行われる次の業務に係る委託

料、報償費、講師謝金、技術指導料及び専門家等の旅費 

・ 企画提案 

・ 計画の立案・策定 

・ 効果的な手法の検討 

イ 上記以外で財団が特に必要と認める経費 

（３）実施要綱第８（３）①で定める補助対象期間については、「生産緑地等の買取

支援」により買い取った生産緑地等において、申請の際に既に開始している農

的な利用の運営であっても、対象区市の第１回目の申請の日が属する年度をも

って１年目とする。 

 

第４ その他 

公園又は緑地として都市計画決定されている土地においては、区市は都市計画事業

の妨げとならないよう、農的に利用すること。都市計画事業の施行者が事業に着手し

た場合は、施行者と十分協議の上、土地を施行者に引き渡すなど事業への協力を行う

こと。 



また、補助金返還については補助金等交付財産の処分承認基準（平成 23 年６月１

日付 23財主財第 38号）の規定に準拠し対応することとし、区市は、本補助事業を実

施した対象地、施設についての記録を適切に管理すること。 

 

 

附則 

この採択基準は、令和３年４月１日から施行する。 

附則 

 この採択基準は、令和４年８月１日から施行する。 

附則 

 この採択基準は、令和５年４月１日から施行する。 

 


